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Ⅰ．ワクチン産業ビジョンの目的 

１． なぜ今ワクチン産業なのか。 

(1)ワクチンの役割とその歴史 

今日でも、全世界で、予防接種を受けていない１歳以下の子供の数は２７０

０万人以上（２００３年）、そして、予防接種ワクチンを受けずに死亡してい

る５歳以下の子供の数は毎年１４０万人に及ぶという現状がある。また、毎年

５歳以下の子供のうち２６０万人が新しいワクチンで予防できる病気で死亡

していると推計されている。（ＷＨＯ推計による。） 

例えば、麻しんについては、ワクチン導入以前の米国では年間推定罹患者は

３００～４００万人であり、人口の５０％以上が６歳までに罹患していたと推

定されているが、2002 年に米国において報告された罹患者は４４例となって

いる状況がある（ＣＤＣの報告）。 

我が国においては、昭和２３年の予防接種法施行以来の予防接種施策や、衛

生状態の改善等を通じ、戦後の伝染病大流行が克服され、今では、我々の身の

回りで起こる感染症は減少してきており、極めて良好な衛生状態となってきた

という恵まれた状況がある。 

このような世界と日本の状況を踏まえ、今日、公衆衛生におけるワクチンの

重要性を改めて確認し、社会経済情勢の変化にも対応しながら、将来的にもそ

の安定供給を確保していくことが必要である。そのことは、少子高齢化の進展

の中で、良質な小児医療を将来にわたり維持し、次世代の日本を育む役割を果

たすとともに、高齢者等の医療の充実への期待をも担ってゆくものである。 

(2)感染症の脅威から国民を防御するための効果的手段としてのワクチン 

ワクチンは、感染症の予防及び感染症に伴う疾病の克服という人類的課題に

対する有効な手段として、重要な役割を果たしてきている。今後も新興・再興

感染症を含め、感染症の脅威がなくなるとは考えにくく、ワクチンは、人類の

感染症との戦いにおいて将来にわたって大きな意義を持ち続けるものと考え

られる。また、感染症に係るワクチンの役割は、新型インフルエンザ、バイオ

テロ等の脅威が増している昨今、再び世界の大きな注目を集める状況となって

いる。 

・ 「新型インフルエンザ対策行動計画」（平成 17 年 11 月厚生労働省がとりまとめ、

平成 17 年 12 月に鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議了承（18 年 5 月

改訂）。）に基づき、我が国では、新型インフルエンザワクチンの開発及び生産が、

国の関与のもとで推進されようとしている。 

・ 米国の新型インフルエンザ対策行動計画においても、ワクチンの開発、供給の確保

が主要な柱となっており、大きな国家予算が投じられている。 

このため、新たなワクチン開発の取組みが関係者の叡智と協力により具体的
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